


































































































けで 11.3 万件にのぼる。本論文では同治年間（1862-1874 年）の租佃関係案件 301 件に対
象を絞るが、咸豊年間（1851-1861 年）以前の案件も適宜参照する。第一章は巴県档案の
概要を説明したうえで、巴県の地理的歴史的特質に触れ、読者を巴県档案の世界へと導
く。 
 以下、本論は四章（第二章～第五章）で構成される。各章は論者が「道理」と表現する
租佃関係の諸原理の分析に当てられる。先行研究で租佃関係は倫理関係、階級関係、経済
関係として別々に理解されてきたが、論者はこの三つの側面を総合して理解する必要を唱
える。その鍵となるのが、同治年間の巴県で租佃関係を表した「主客」という表現であ
る。この言葉は租佃関係が階級論の措定するような人身支配や経済搾取ではないことを物
語っている。これまでの研究で注目されてきたのは「抗租」で、それは佃戸が租穀を収め
るという原理そのものを否定し、社会秩序を揺るがす大事件であるが、巴県档案のなかに
はほとんど見られない。档案ではむしろ租穀の不足、滞納を起因とする紛争が大部分であ
った。そのなかで、佃戸が租穀を収める義務を表現する言葉が「主客」であった。この言
葉は両者の関係が対等であり、基本的に経済関係であったことを示唆している。官側の史
料からは読み取れない、当事者の租佃関係理解を浮き彫りにした本章は本論文の基礎であ
り核心と位置づけられる。 
 第三章は地主側の義務、すなわち租穀の減免を論じる。本章の優れた点は、減免を経済
政策ではなく主客に基づく倫理関係の観点から論じたことである。減免は不作のときだけ
でなく、佃戸の家族の不幸などさまざまな理由のもとにおこなわれる。減免の割合をめぐ
る佃戸と地主の交渉を調停するのが団であり、それが失敗に終わると裁判になった。従
来、軍事組織と考えられてきた団に社会的機能があることを指摘した点は、中国の基層社
会に対する従来のイメージに修正を迫ることになろう。 
 第四章は租佃のさいに地主に支払われる保証金、すなわち押佃銀に関する考察である。
押佃銀はこれまで地主による佃戸の搾取という階級論と合理的な経済行動という形で論じ
られてきた。本章は緻密な計算をもとに、押佃銀と租穀に対応関係があり、巴県ではどち
らかが極端に多いか少ないか、すなわち重押軽租と軽押重租が広く見られることを明らか
  
にし、この現象が巴県特有の社会経済的状況に起因することを論証した。一口に市場原理
といっても、それはつねに同じ形で現れるわけではない。これは従来の租佃関係研究で見
過ごされていたことである。 
 第五章は少し視点を変えて、史料が作成された場、すなわち裁判そのものに着目する。
とりわけ前近代中国の裁判につきものであった誣告を、これまでの章で明らかにしてきた
「道理」（主客関係、減免慣行、市場原理）をもとに、まったく新しい観点から論じた。
先行研究では誣告の原因についてさまざまな見解が示されてきたが、論者は当時の人々が
「誣」をどのように捉えていたかを検討し、その背後に「情」が存在することを読み取
る。この情を正当化するのが「道理」であり、証拠に基づき事実を判定する西洋式の裁判
と違って、中国式裁判は、原告と被告が主張するそれぞれの道理の間の調和を図ることが
目的であったとする。それゆえ、道理を明確にするために事実を歪曲したり隠蔽したりす
ること自体は罪とは見なされず、誣告はむしろ「必然」であり、それを中国の法律制度の
欠陥と見なすことはできないと論じる。従来は訴状を受理してもらいやすくするため、あ
るいは訴状の作成を生業とする人々がより多くの利益を得るため、など裁判の手続きや利
害の側面から理解されてきた誣告を、法律制度の根幹に関わる問題として提示したこと
は、本研究で最も注目される点である。 
 結論では、主客関係、減免慣行、市場原理が巴県の租佃関係を規定していたこと、そし
てそれが地方官による道理の承認によって維持されていたことが示される。 
 本研究は、租佃関係の一面的理解を克服し、倫理関係、階級関係、経済関係がからみあ
ったその全体像をきわめて明確な形で提示し、地域社会のイメージを大きく変えることに
成功した。今後は本研究で得られた視点が、中国の他の地域の租佃関係の理解にどこまで
適用できるのかが問題となるだろう。また、巴県社会についても、本研究が論じたのは同
治年間だけだったが、さらにその前後の時期へと視野を広げ、構造だけでなく歴史的変化
にも着目していく必要があろう。その意味で、本研究はさらに大きな研究の第一歩と位置
づけられる。 
もっとも本研究にはなお改善すべき点がいくつかある。前近代中国が訴訟社会であった
ことは近年の諸研究から肯定できるものの、こと租佃関係について「大量の紛糾と訴訟」
があったと判断する根拠が十分ではない。また、理論が先行しがちで考証が不十分な点も
散見する。しかしこれらの問題点は本論文の価値を著しく損なうものではもちろんない。 
 以上、審査したところにより、本論文は博士（文学）の学位論文として価値あるも
のと認められる。2017年2月13日、調査委員三名が論文内容とそれに関連した事柄につ
いて口頭試問を行った結果、合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第１４条第２項に該当するものと判断し、公表
に際しては、当分の間、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすること
を認める。 
 
